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あまがさき共創DXプラン2.0
（素案）
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Ⅰ．これまでの取組の振り返り
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「あまがさき共創DXプラン」の概要

あまがさき共創DXプランは、キーワードを「共創」とし、本市の強みである共創文化を活かした、市民、職員のニーズに寄り添った
DXの推進を特徴としている。強みを更に伸ばすために、これまで以上に意見を収集して、政策に活かす仕組みや、必要な方に
しっかり情報を届け、参画いただく仕組みなどデジタルを活用して効率的・効果的に共創を進めていくこととし、
2023(令和5)年12月に同プランを策定した。

信頼されるパートナーへ
いきいきと働き成長できる

人・組織づくり

安心して住み続けられるまちへ
ニーズ志向の
サービスづくり
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「あまがさき共創DXプラン」の計画期間

2018-2022
（H30-R4年度）

2023
（R５年度）

2024
（R６年度）

2025
（R７年度）

2026
（R８年度）

2027
（R９年度）

2028
（R10年度）

尼崎市
デジタル化関連

計画

参考

総務省

デジタル庁

「官民データ活用計画」
(2018-2022)

「行政手続等デジタ
ル化推進計画」

(2020-2023)

本市におけるこれまでのデジタル関連計画を統合し、また国計画等の動向も勘案して、2023(令和5)年12月からの3ヶ年計画と
して「あまがさき共創DXプラン」を策定した。次期プランの計画期間についても3ヶ年（2026年度～2028年度）とする。

あまがさき共創DXプラン
(2023.12-2025)

あまがさき共創DXプラン2.0
(2026-2028)

「自治体DX推進計画（第4.0版）」
（2021～2026）※期間更新中

「デジタル社会の実現に向けた重点計画」
（2025.6～）

※あまがさき共創DXプランは本市が目指すデジタル化のビジョンであり、各取組を進めるにあたっては経費や効果等を精査
したうえで、実現可否等を検討し、実現可能なものから導入します。
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職員向け市民向け

あまがさき共創DXプラン（1.0）の目標達成状況と課題

●手続等のデジタル化が一定進んだが、市民、地域に
浸透しているとは言えず、より身近で利便性を実感できる
仕組みづくりが必要

●市民ニーズを掴む基盤が出来たので、それらに基づく
地域共創型のサービスづくりが必要

●DX推進に必要な環境（育成、ツール等）が一定
整い、業務効率化が進んだものの、更なる加速が必要
抜本的なプロセス改革や、AI等の破壊的技術の活用、
データ活用の拡大が必要。

■今後の課題

市民向け取組指標は概ね達成が見込まれるものの、庁内の業務効率化や働き方改善は未達成の見込み。

【主な指標】 (※カッコ内は目標達成率）
・手続オンライン化：186件（155%）、市政アンケート参加数：28,804人(144％）
・業務改善時間：1.5万時間（152%）、超過勤務削減：▲7%（40％）、印刷削減：▲15%（30％）
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【参考】取組指標の達成状況と課題① 市民向け取組

２

行政手続の
スマート化

・手続のオンライン化
全手続の8割をカバーする
国重点55項目、本市優先64項目

・子ども、子育て関連手続の９割をカバー
する22手続

・オンライン申請項目数
 120件

・スマート手続の満足度
80％

・あま咲きコインを活用したターゲット発信

・FAQを活用した市民向け
 チャットボット導入(市民問合せの24H対応)

・デジタルデバイド解消に向けたオンライン
窓口実証

・SDGsポイント4.6万/年

・総合CC一次回答率
100%

・スマホ教室等参加
1,000名

情報発信
協働

３

・市政アンケートの一元化（令和6年4月～）

・各種広聴データの分析、活用
⇒ コールセンターデータのダッシュボード化

・市政アンケート参加数
2万人/年

・事業者提案 
新規10件/年

市民ニーズを
つかみ活かす
仕組みづくり

１

項目 DXプラン（1.0）での取組内容 取組指標（KPI）
令和7年度末目標 令和7年3月実績

次期プランに向けた課題

28,804人
(144％）

18件
(180％）

186件
(155％）

95%

5.7万件
(124％）

98%

1,148名
(114％）

・継続的な市政参画
・ニーズデータ等の共有、活用の
仕組みづくり

・「行かない」手続の拡大
・「書かない、待たない窓口」など
窓口手続のスマート化

・プッシュ型通知拡大など、効果的
な情報発信や地域コミュニケー
ションの仕組みづくり

・ニーズに基づく地域共創サービス
  づくり

達成

達成

達成

達成

達成

市民向け取組については、ほぼ全ての項目において目標を達成した。

達成
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【参考】取組指標の達成状況と課題② 職員向け取組

・スマートワーク（時間、場所によらない多様
な働き方）の推進

・“ばいたり値ぃ”（エンゲージメントデータ）
による組織状態の見える化、改善推進

・業務プロセス改革
kintone、RPA活用による業務効率化
チャットGPT（生成AI）実証
業務DX検討（会計、いくしあ、こども)

・ペーパレス：ルール策定、全庁推進
・EBPM

・DX人材育成
DX推進員向け研修（毎月）
階層別研修

・セキュリティ強化
階層別研修
外部、内部監査の実施と課題改善

多様な働き方
推進

業務効率化

人材育成

５

６

・業務改善時間 1万時間

・印刷削減 ▲50%
(令和2～4年度平均比）

・DX専門人材育成 15人

・職場推進者育成 20%

・セキュリティ監査指摘対応
100%

・在宅勤務利用者数
1,600人

・超過勤務削減時間
 120時間以下/年人

(令和4年度実績145時間) 

▲７％
(135時間)

44%

▲15％

100%

・更なる加速に向けた抜本的な
プロセス改革や、AI等の破壊的
技術の活用拡大

・アナログ規制の見直し推進

ー

1,484人
(92.7％）

152%
(15,245時間)

達成

達成

達成

職員向け取組については、目標未達が多く、特に超過勤務削減と印刷削減は取組強化が必要な状況である。

項目 DXプラン（1.0）での取組内容 取組指標（KPI）
令和7年度末目標 令和7年3月実績

次期プランに向けた課題

4



9

Ⅱ．本市デジタルサービスに対する
市民、職員の評価

（アンケート結果より）
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「そう思う」は
約70%

デジタル化に対する市民意向（全体）

そう思う
69.0％

どちらとも言えない
26.7％

そう思わない
4.3％

どちらとも言えない
60.1％

満足していない
19.9％

満足している
19.9％

「尼崎市役所のデジタル化をより推進すべきと思いますか」 「尼崎市役所のデジタル行政サービスに満足していますか」

社会のデジタル化が加速する中で、行政サービスに対してもデジタル化ニーズは高い。しかしながら、本市デジタル行政サービスに
対する満足度は高いとは言えず、サービス拡充と合わせて効果的な情報発信や周知が必要である。

※2025(令和7)年9月市民アンケート (n=4,336)

「満足している」は
20%以下
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本市行政サービスのデジタル化に関する市民ニーズ

本市行政サービスのデジタル化に関しては「窓口手続のスマート化」と「行政サービスのスマホ完結」へのニーズが非常に高く、
重点的に取組が必要である。

窓口手続のスマート化

スマホ完結

・手続、サービスの集約
・プッシュ型の情報通知

 など

行かない、待たない、
書かない窓口

10.9%

13.3%

15.4%

17.5%

17.5%

18.2%

21.3%

30.0%

45.2%

48.9%

操作支援など、サポート用の電話やLINE窓口を用意してほしい

市からの通知物をスマホ等で受け取れるサービスが欲しい

ポータルサイトやアプリを用意して様々な手続に飛べるようにしてほしい

押印をなくしてほしい

紙に記入しないで済むようにしてほしい

住民票などの提出を不要にしてほしい

サービス時間を拡大してほしい

コンビニやサービスセンターでの提供サービスを増やしてほしい

スマホで完結できるようにしてほしい

窓口での待ち時間を短くしてほしい

市民サービス全体に対する要望

※2025(令和7)年9月市民アンケート (n=4,336)
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本市DXに対する職員ニーズ

職員アンケートの結果、「業務で負担に感じること」と「デジタル化したいこと」の上位は共通の項目であった。
単なるデジタル化にとどめないためにも、「X」（改革）→「D」（デジタル化）のプロセスでDXを実行していくことが重要。

135
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0 20 40 60 80 100 120 140

資料・文書作成

決裁処理

データ入力

予算・決算

資料整理・保管

契約・発注

相談・問い合わせ（庁外）

確認・審査

相談・問い合わせ（庁内）

会議・打ち合わせ（庁内）

業務で負担に感じること上位１０項目（5つまで選択可）

BPR（業務プロセス改革）

システムに合わせた事務処理・運用・重複作業（複数の様
式作成）など、プロセスの視点からの見直し

デジタルツールの活用・導入

グループウェア・kintone・生成AI・RPA・新規システム など

X

D

※2025(令和7)年10月職員アンケート（ｎ＝355）
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Ⅲ．「あまがさき共創DXプラン2.0」の
重点取組
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「共創DXプラン2.0」で目指す尼崎版 “共創型スマートシティ”

くらし
【市民】

【団体・事業者】 【行政】

●いつでもどこでも、手間なく手続

●必要な情報はタイムリーに入手

●地域コミュニティ内の繋がりづくり

●地域防災や、福祉の繋がりづくり

●データを活用したまちの賑わいづくり（観光・産業）

●医療費助成、健診等の手続効率化（PMH)

●災害時の物資支援の仕組みづくり

デジタル化がいかに進んでも、その活用・運用においては、市民や地域とつながり、共創・協働していくことが必要。
デジタルでつながる地域のコミュニケーション基盤を通じ、新しい共創のカタチをつくる。

まちづくり 行政事務

●マイナンバーで行政サービス利用
（マイナ救急、健診など）

●次世代モビリティで快適移動

●地域通貨の利便性向上

＜イメージ＞

●窓口事務の効率化

●会計業務のデジタル化

●アウトリーチ業務のデジタル化

あまがさき共創プラットフォーム
●サービス総合窓口
●地域コミュニケーション基盤

（仮称）
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「あまがさき共創DXプラン2.0」における重点ポイント

1.窓口手続
のスマート化

●窓口DX

2.市民と行政を繋ぐ
 共創プラットフォームづくり

3.地域共創の
サービスづくり

●情報受発信、地域コミュニケーション

●子育て●教育
●福祉●観光など

4.抜本的な
事務効率化 ●会計DX

●AI、RPA等

5.データを活用
した効果的な
行政運営  

6.DXを支える
環境づくり

●EBPM

●ネットワーク見直し
●人材育成

市民向け 職員向け

尼崎版“共創型スマートシティ”をめざし、これまでの取組結果や課題、市民ニーズ等を踏まえ以下6項目に重点的に取り組む。
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取組指標（市民向け）

市民
向け

■安心して住み続けられるまちへ ニーズ志向のサービスづくり

DXの取組に対する
市民の満足度

50％ 

最終目標（KGI）
※2028(令和10)年度末 目標

オンライン申請利用数 100,000件/年
※2028(令和10)年度末目標

Webアンケート回答数 32,000件/年
※毎年度末の目標

取組指標（KPI）

オンライン申請手続数 1,000件
※2028(令和10)年度末目標

市民のWebサービス認知率 50％
※2028(令和10)年度末目標

SDGsポイント発行数 70,000件/年
※2028(令和10)年度末目標

主要窓口における「手続満足度」：ー％
※2028(令和10)年度末目標
※主要窓口：「引っ越し、世帯変更、妊娠・出産」に関係する窓口

取組内容

オンライン申請の利用促進

市民ニーズの定期的な把握

行政手続のオンライン化

デジタルデバイド解消に向けた取組

市民向けアプリ等を活用した市政参画推進

Webサービスの認知向上と利用促進

窓口手続のスマート化

ニーズ
把握

情報発信
協働

行政手続の
スマート化

社会のデジタル化への市民適応率 35％
※2028(令和10)年度末目標
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職員
向け

取組指標（KPI）取組内容

取組指標（職員向け）

・DX取組状況の
職員評価 7.0Pt

・職員エンゲージメント
指数
「ばいたり値ぃ（ちい）」
100Pt

■信頼されるパートナーへ いきいきと働き成長できる人・組織づくり

ペーパレスの推進

・業務プロセス改革による抜本的な改善や、
AIや各種ツール等を活用した業務効率化

・スマートワークの推進

生成AIの利活用促進

・プリンタトナー購入数 R2～R4平均比 50％減
※2028(令和10)年度末目標
※行政事務プリンタトナー

・ペーパレス取組状況の職員評価 7.0Pt
※2028(令和10)年度末目標

・業務改善時間 R6年度比 20,000時間/年
※毎年度末の目標

・超過勤務削減時間 120時間以下/年人
※毎年度末の目標

生成AI利用回数 70万回/年
※2028(令和10)年度末目標

業務効率化

多様な働き方
推進

DX人材育成

情報セキュリティ向上

DX推進員延べ人数 400人
※2024(令和6)年度～2028(令和10)年度の累積数

情報セキュリティ監査指摘対応率 100％
※毎年度末の目標

人材育成

※「ばいたり値ぃ」とは・・・職員の仕事に対する前向き度合を示す係数の愛称、アンケートに基づき算定

最終目標（KGI）
※2028(令和10)年度末 目標
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窓口手続のスマート化
【重点取組１】
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項目 数

訪問した課の数 8課

発券された番号札の数 3枚

対応職員数 8人

氏名を書いた数 28回

住所を書いた数 9回

生年月日を書いた数 16回

電話番号を書いた数 13回

パンフレットや書類の数 10部

1-1．窓口手続の現状と課題

調査項目 タイムチャート：合計2時間18分

「子育て世帯の転入」をモデルケースとして、職員による窓口体験調査を実施し、窓口手続における課題を抽出。
市民の利便性向上に向けて、これまで取り組んできた「行かない窓口」に加え、「待たない・書かない窓口」の実現が必要。

※令和6年度窓口BPRアドバイザー派遣事業「窓口体験調査報告書」より抜粋（令和7年3月10日)
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1-2．窓口スマート化の目指す姿

手続に係る手間と時間を市民・事業者にお返しし、職員負担も軽減する窓口を目指す。

各窓口の待ち状況を確認し、
最適ルートに誘導

混雑状況の配信

定型業務を外部委託し、
よりコアな業務に注力

BPO 申請をタブレットで受け付け、
バックヤードにもデータを直接連携

窓口DXSaaS

用意された質問に回答するだけで、
必要な手続・持ち物を確認できる。

オンラインに対応していれば、そのまま申請も可能

手続ナビ、オンライン申請・相談

来庁時間を設定して
ムダな待ち時間を削減

予約制・事前申請

マイナンバーカードを使って、
氏名・住所などの記入を省略

書かない窓口システム
＜イメージ＞
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1-3．窓口スマート化に向けたロードマップ（イメージ）

Step ① Step ② Step ③

行
か
な
い

待
た
な
い

書
か
な
い

そ
の
他

オンライン申請の拡充

窓口DXSaaS（※）の
検討

Step ④

ワンストップ窓口の
検討

窓口拠点の
あり方検討

書かない窓口システムの導入
（申請書自動作成・タブレット端末など）

①窓口個別改善（試行） ②横展開・相互連携 ③窓口横断・バックヤード連携

手続ナビの導入

キャッシュレス決済の検討

BPO・デジタル活用の検討

キャッシュレス決済の導入

BPO・デジタル活用の検討

手続ナビの拡充

基幹システム標準化

+α

オンライン申請の利用率向上

オンライン相談の導入 オンライン相談の拡充

予約制・事前申請の拡充

待ち状況Web配信・混雑予想カレンダーの拡充

市民に利便性を実感いただける個別ソリューション等の導入を展開しつつ、バックヤードの事務効率化についても組織横断的な
検討を進めることで、窓口トータルとしてのスマート化の実現を目指す。

※書かないワンストップ窓口を実現する
クラウド型サービス
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市民と行政を繋ぐ共創プラットフォームづくり
【重点取組２】



23

2-1．行政情報とWebサービスの現状と課題

市民アンケート結果から、市の情報整理に課題があること、また、Webサービスの認知率が低い状況が浮き彫りになり、
必要な情報を効果的に届ける手法等の検討が必要。

行政情報の認知/情報検索性

1%

7%

7%

8%

11%

17%

22%

24%

35%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

情報発信頻度を下げてほしい

Webサービスの掲載先を集約してほしい

発信媒体を増やしてほしい

情報発信の際に通知してほしい

興味ある情報のみ知りたい

情報発信頻度を上げてほしい

特に改善の必要はない

問合せ体制を充実してほしい

分かりやすく情報整理してほしい

行政情報に求めること（市民アンケート）

※2025（令和7）年4月市民アンケート（ｎ＝4,874）

2.6%

6.0%

7.2%

15.0%

16.0%

16.1%

35.4%

38.1%

50.6%

72.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

雇用就労促進ポータルサイト

道路や公園の不具合投稿アプリ

電子母子手帳アプリ

公共施設予約システム

ごみ分別アプリ

電子図書館

防災ネット

オンライン申請ポータルサイト

大型ごみ・臨時ごみWeb受付

マイナポータル

Webサービスの認知度（市民アンケート）

Webサービスの認知
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2-2．（仮称）あまがさき共創アプリ (イメージ）

集約するWebサービス（例）

■既存サービス
1.ごみ分別/ごみカレンダー
2.大型ごみ/臨時ごみWeb受付
3.オンライン申請ポータルサイト
4.窓口待ち状況Web配信
5.公共施設予約システム
6.あま咲きコイン
7.電子図書館
8.イベントカレンダー
9.防災情報配信
10.Webアンケート など

■新規検討（例）
1.電子通知
2.保育所や学校等の保護者連絡
3.地域コミュニケーション促進 など

世帯保有率9割以上のスマホを行政サービスの入り口とすることで、市民の利便性向上と市役所内での組織横断的なDX推進
の共通ツールとして、「市民が普段使いするアプリ」をコンセプトとしたポータルアプリの導入を目指す。

サービス集約
日常的に利用されるニーズの高いサービスや

Webページを集約し、認知度向上/利用促進

地域のつながり強化
イベント募集や地域情報を市民間でシェアし、

地域の魅力向上/地域の繋がり希薄化を改善

ニーズを基にした政策反映を推進
あまがさき共創アプリを通して、アプリユーザーから

ニーズを把握

プッシュ型発信
関心のある情報をプッシュ型通知で取得



25

2-3．（仮称）あまがさき共創アプリ実装に向けたロードマップ（イメージ）

変化の激しい時代に対応した持続的なアプリとするため、Webサービスとの接続やアプリとの連携など、アップデートを継続し、
ニーズやトレンド等に応じて進化し続けるアプリを目指す。

ニーズ調査/企画・予算調整/調達

Step ① Step ②

既存サービス

あまがさき共創アプリ

新規サービス

あまがさき共創アプリに
必要な機能等を設計

集約可能なサービスから集約し、
”あまがさき共創アプリ“リリース

サービスのラインナップを更新
※必要に応じて既存サービスを更改

Step ③

構想設計/予算調整 調達/集約/リリース アップデート

企画調整 集約サービス追加/アップデート

集約調整/サービス更改検討

接続可能な場合は適宜、追加

接続可能な場合は適宜、追加
※現行の契約期間等次第

予算調整 構築/集約 リリース
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地域共創のサービスづくり
【重点取組３】【重点取組３】
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3-1．こども・若者DX

子育て世帯のデジタル化ニーズへの対応と多様化する支援ニーズに応えるための効率化を推進するとともに、
庁内DXの先導役として、先行事例を横展開していく。

母子父子自立相談
におけるAI記録

いくしあ・児童相談所におけるスマートオフィス
（タブレット導入・音声マイニングシステム導入など）

コドモワカモノボイスアクション

AI保育所入所調整

公立保育所業務のデジタル化

（保護者連絡アプリを含む）児童ホーム連絡アプリ

保育所オンライン入所相談

保育所・児童ホームオンライン申請

24時間子育てAIチャット相談
（実証実験）

■相談支援業務の効率化による
 支援の拡充

・DX推進により事務の効率化を高め、
支援業務に注力できる環境を整備

■保育所・児童ホームにおける
保護者負担軽減・事務効率化
・デジタル化ニーズの高い子育て層に対し
 てオンライン化・アプリ化による負担軽減
 

■こどもの意見聴取・人権擁護
に係るデジタル化

・こどもからの意見聴取・人権侵害に関す
る通報のオンライン化

こどもの人権侵害に関する通報窓口
「あまきゅあ」 の開設

・今後、相談方法の選択肢を広げ、
相談のハードルを下げる取組を実施

効
果
検
証
・
庁
内
横
展
開
の
検
討

・事務処理効率化による待機児童数低減

これまで 今後（更なる取組推進）
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3-2．教育DX

デジタルを活用し、保護者や教職員の負担軽減を図るとともに、誰一人取り残さない学びの実現を目指す。

個別最適な学びの実現

学校経営の高度化

データを活用した学校経営判断の迅速化・適正化
教育委員会による学校支援 など

ユーザ権限に応じたアクセス
制御などセキュリティの強化

安全かつ安定的な学習環境

災害時等の業務継続性
（レジリエンス）強化

学習データ等を活用した効果的な指導
データを活用した庁内連携による

児童生徒の状況に応じた支援 など

保護者・教員の負担軽減

保護者連絡のデジタル化
（欠席、情報周知等）

学校事務のデジタル化
（学校徴収金管理等の検討）
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3-3．母子保健DX

妊娠～子育て期における切れ目のない支援に向けて、デジタルを活用することで市民の利便性を向上するとともに、
支援者間の情報連携やデータの利活用、保健師の事務負担の軽減を図ることで、さらなる支援の充実につなげる。

こども家庭センター（母子保健型）
サポートプランに基づく保健師による個別支援

妊婦健診

産婦 乳児 幼児 就学後

産婦健診

妊娠中の記録や子どもの成長記録・地域子育て情報の通知など

妊婦

■健診のスマート化

■母子保健情報のデジタル化

■各種申請のオンライン化

■相談支援システム導入

乳幼児健診
4か月・９～10か月・1歳６か月・3歳6か月健診

・スマホで子どもの成長情報や、
健診・予防接種管理が可能 予診票作成、接種スケジュールの管理、通知など

・窓口に行かなくても、行政
サービスの利用申し込み可能

・スマホで問診票の入力や健診
結果を確認

母子保健相談支援
システム・支援者間の円滑な情報連携

による支援の充実

【目指すべき母子保健のイメージ】

養育医療申請

産後ケア事業申請

産前産後ヘルパー派遣事業申請

妊婦支援給付金申請

妊産婦健診事業申請

予防接種管理
機能追加

母子手帳アプリ
「母子モ」

今後さらにオンライン申請
できる手続を増やす



30

3-4．福祉DX

デジタルを有効活用することで、福祉サービスの品質向上・支援関係者の負担軽減を行うことで、
誰一人取り残さない地域共生社会を目指す。

ア
ク
シ
ョ
ン

将
来
の
展
望

• 電子監査システムの導入

• 監査指導の更なる強化
システムデータをAIが解析することで
不備・不正の可能性を検知し、監査の効
率と精度向上を図る

• 認定調査の効率化
システム導入により調査の正確性向上、
迅速化に加え、認定までの期間短縮を図
る

• 支援関係者との要支援者情報オンライン
共有システムの導入

• AI相談支援システムの導入
• タブレットによる情報記録システムの導入

• 市民ごとに最適化された支援の実現
各窓口の情報・記録の一元化に加え、
AIによるリスク解析により、個々に適した
福祉サービス・地域活動のマッチングを行う

見守り 相談・情報管理 監査指導・認定調査

• 情報共有による包括的な支援の推進
医療・介護・福祉などの専門職と、
地域の支援関係者が情報を共有し、
包括的な支援を推進する

• 誰一人取り残さない災害支援の実施
支援関係者等の情報をもとに、要支援者
の迅速な安否確認や在宅避難者の支援
を実施する

• タブレットによる認定調査システムの導入
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3-5．防災DX

発災直後        応急期 復旧期            復興期

■情報発信

※注①：内閣府「新物資システム（B-Plo)」 注②：兵庫県「被災者生活再建支援システム」 利用
 注③：被災者生活再建支援金、住宅の応急修理等の各種申請手続

発災

・Web、SNS等を通じた災害
情報の即時発信等

■避難者情報の把握

■物資調達の円滑化 ※注①

・備蓄情報等の国・自治体、
事業者間での共有

・避難所等への迅速な物資供給

■被災者支援  ※注②

・建物等被害認定調査支援

・コンビニ交付・罹災証明発行等手続
のオンライン化 ※注③

・モバイル端末調査
・応急危険度判定

発災から復興期における情報発信や市民支援において、デジタルを有効活用することで対応の迅速化や精度向上を目指す。

・避難所等での入退所管理
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3-6．観光DX

デジタルマーケティングによる
国内外からの集客

新たな体験価値
デジタルとリアルの融合体験

観光地経営の高度化

デジタルMapによる
まちの周遊の活性化

ターゲティングに基づく
インバウンド向けデジタル広報

大阪等との周遊活性化
に向けたデジタル切符（MaaS)

バーチャルツアーによる
まちの魅力体験

人流データ等の見える化
による戦略的な観光政策

（リピーターアプローチなど）

オープンデータ化による
地域事業者等の活用

【デジタル体験】 【行政】

【地域】【国内】

【海外】

※「あまがさき観光地域づくり戦略(2026.1月策定予定）」連動

【リアル体験】

タビマエ~タビアトまでの一連の流れの中で、デジタルを活用した効果的な情報発信や、旅行者への付加価値向上に取り組む。

タビマエ タビナカ タビアト
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3-7．各分野におけるスマートまちづくり

地域の課題解決に向けて、あらゆる分野でデジタルツールを通じた市民や事業者との共創の検討を進める。

データを活用した、まちのにぎわい創出

次世代モビリティによる快適な移動

建築行政に関する各種申請手続の
オンライン化や情報のデジタル化

まちづくり・交通

マイナ救急

消防・救急

通報現場の見える化による消防対応
力の向上
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3-8．デジタルデバイド対策

①
デジタルサービスに抵抗がある方

②
デジタルサービスが使いづらい方

③
デジタル端末を持っていない方

✓ デジタルサービスのメリット・安全性を高め、それを伝える
✓ 必要に応じて、アナログサービスも継続する

✓ 操作説明会の実施や、サポート体制を構築する（事業者等との連携も検討）
✓ 多様なユーザーを意識した機能設計を行う

✓ サービスの内容等に合わせて、端末の貸与・費用補助なども検討する。

これらの定着に向けて、職員研修を定期実施

デジタルデバイド※には様々な種類やレベルが存在し、必要な対応が異なる。対象者に寄り添いながら、ベストな手法を検討し、
誰一人取り残さないスマートシティの実現を目指す。

※インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者との間に生じる格差
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抜本的な業務効率化
【重点取組４】
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4-1. 業務効率化における今後の強化領域

これまでは、比較的難易度が低い課題を中心に、各種ツールを導入することで効率化を推進してきたが、
更なる改善に向けては抜本的なプロセス改革を伴う難易度の高い領域（A・B領域）へのチャレンジが必要。

【
市
全
体
の
業
務
量
】

多少

【難易度】

難

易

B:業務量が多く、難易度も高い

D:業務量が多く、難易度は低い

自動化、システム化による一括処理

例：データ登録、議事作成、など
⇒AI-OCR、自動文字起こし、RPA

A:業務量は限定的だが、難易度は高い

属人化領域
AI、データ活用などの新技術活用にチャレンジ

例：各種調整、判定業務など
（税、保健、福祉相談、人事等）

C:業務量が少なく、難易度も低い

関係課が多く、課題混在だが、効果も大きい。
横断PJ化のうえプロセス改善が必要

例：会計DX、窓口DXなど

所管課の内製によるアプリ作成等

⇒kintone、各種OAツール

全庁共通的課題個別課題：所管課主体

要強化

取組中取組中

要強化
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4-2. 会計事務のデジタル化に対するニーズ

71%

29%

請求書・見積書・納品書の電子化サービスを利用したいと思いますか

無料であれば利用したい

利用したいと思わない

事業者へのニーズ調査結果から、請求書や見積書等の電子化サービスについての事業者の利用ニーズは高い。
あわせて、会計業務のデジタル化は本市のペーパレスを推進するために重要なポイントとなる。

2024(令和6)年度事業者ニーズ調査結果

17

18

20

21

26

0 5 10 15 20 25 30

過去の請求等の履歴を活用できる

企業側の押印が省略できる

来所せずに、請求書等の提出が可能

郵送料・郵送手間の負担軽減

請求書等の印刷が不要

利用したい理由

ｎ＝49（100社のうち、49社が回答）

（対象：本市と取引件数が多い上位100社 伝票総件数の約50％）

51

111

163

172

204

211

235

361

368

0 50 100 150 200 250 300 350 400

規則改正等が紙決裁であるため

訪問等で情報を外部に持ち出すため

その他

訪問時や窓口対応時にメモする必要があるため

公印が必要であるため

市民等に紙で郵送する事務が多い

契約書が紙であるため

伝票処理が紙で紙決裁であるため

市民等から紙で収受するため、電子決裁しづらい

ペーパレスが進まない業務上の課題

2024(令和6)度職員アンケート結果

会計DXに関連する課題が上位3位を占めている。

会計DX関連あり

会計DX関連なし
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4-3. 会計DXで目指す姿

見積~支払いまでの全工程をデジタル化することで、事業者等の利便性向上（収入印紙や郵送負担軽減、押印省略等）と、
市役所内の業務改善を図り、地域全体としての事務効率向上、ペーパレス、スマートワーク環境の実現を目指す。

事業者
見積書

※押印
会計管理室所管課

事業者 会計管理室所管課

As-Is（現状）

財務会計システム

電子契約／電子請求サービス（個別サービス）

電子
見積書

押印不要

電子
契約書

電子署名

財務会計システム（決裁機能付き）

電子
請求書

電子支出
命令書

電子支出
命令書

契約書

※押印
請求書 支出

命令書
支出

命令書

手入力

持参、郵送 紙回議（不備は担当箱、郵送差し戻し）

印刷

電子回議（不備はシステム内差し戻し）メール等

不備 不備 不備 ミス

To-Be（あるべき姿）

地域DX（地域全体でのプロセス見直しによる効率化、付加価値向上）

差戻

連携



39

4-4. 会計DXに向けたロードマップ（イメージ）

「電子請求」、「電子契約」、財務会計システム更改による「電子決裁」導入の3段階で、会計事務の一連の流れをデジタル化し、
利便性の向上とともに事務処理の効率化を目指す。

これまで Step ①

電子請求
伝票作成の効率化

電子契約
契約事務の効率化

財務会計S
（入れ替え）

決裁のデジタル化

会計事務プロセスの
デジタル化レベル

紙決裁 ＋ 伝票手動作成 紙決裁 ＋ 伝票一部自動作成 一部電子決裁 ＋ 伝票一部自動作成
※添付文書が少ないものから順次電子決裁化

手
段

Step ③

オールアナログ 50％デジタル化 オールデジタル化

請求書/見積書/納品書の電子化

決裁の電子化

※添付文書が少ないもののみ

Step ②

契約の電子化

紙の請求書/見積書/納品書

伝票手動作成（手動入力） 伝票一部自動作成（請求書等の情報は自動入力）

紙の決裁

紙の契約書
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4-5．AIを活用したBPR

あまがさき共創DXプラン（1.0）で果たせなかった働き方改革に向けては、抜本的なプロセス改革が必要。
AIなどの破壊的技術にも積極的にチャレンジし、飛躍的な効率化を推進する。

各職員の日常業務を効率化

✓ テキスト生成 ：文書作成・要約、アイデア出し

✓ 動画生成 ：プロモーション動画の作成

✓ 画像生成 ：アイコン・チラシの作成

✓ データ分析 ：アンケート結果などの分析

✓ RAG ：庁内文書の活用

✓ AIエージェント ：市場調査、レポーティング
インフラ ：劣化状況の点検・解析 など

福祉 ：相談記録作成支援 など

子育て ：24時間対応の相談チャットボット など

各課の専門業務を効率化

（活用例）（活用例）

生成AI 特化型AI
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4-6．各種ツールを活用したBPR（ノーコードツール等)

台帳管理を効率化
Webアンケートの実施

kintoneなど AI-OCR RPA

大量の申請書をデータ化 大量の入出力を自動化

連携で更に効率UP！

あまがさき共創DXプラン（1.0）で注力してきたノーコードツール等による内製化も、更なる進展の余地がある。
新たなツールと組み合わせつつ、より難易度の高い業務に既存ツールについても活用の幅を広げていく。
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データを活用した効果的な行政運営 
【重点取組５】
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5-1. データ利活用（EBPM）に向けた環境整備

EBPM※の目的は、エビデンスに基づいて判断や政策検討の質を上げ、ひいては市民サービスの向上に資することである。
庁内での活用拡大とともに、市民・事業者も活用できるオープンデータの拡充をめざし、分析の土壌を構築していく。

市民・事業者向け 職員・経営層向け

オープンデータの拡充 業務データの分析・活用

⚫ 人流データによるにぎわい創出支援 など ⚫ データによる組織診断、徴収率の分析 など

※Evidence-Based Policy Making（合理的根拠に基づく政策立案）
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①
ユ
ー
ス
ケ
ー
ス
作
成

②
ス
キ
ル
向
上

③
環
境
整
備

データ利活用の拡大に向けては、単なる見える化ではなく、市民サービスの向上や業務効率化など、職員が活用意義を実感でき
る取組が必要。課題起点のユースケースづくりと合わせて、職員のスキル向上、環境整備の取組を進めていく。

概要

➢ 実務課題に基づく事例づくり

➢ データ利活用の意識醸成

➢ 職員向け研修の実施

✓ 基礎的な統計スキル

✓ アンケート設計スキル

✓ KGI・KPIの設計スキル

➢ データ利活用基盤の検討

➢ 分析ツールの拡充

✓ オープンデータ拡充
✓ 業務データの分析

Step ①

データ利活用基盤の検討

BIツールのライセンス拡充

検討結果に応じて、適宜導入

Step ② Step ③

EBPM研修

デジタルツール研修

5-2. データ利活用のロードマップ（イメージ）
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DXを支える環境づくり
【重点取組６】
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6-1．DXを支えるシステム環境の目指す姿

可用性の高い堅牢なネットワークの確立と職員の働き方改革を支えるゼロトラストセキュリティ※を見据えた
安全性と利便性の両立を目指す。

場所に縛られない「どこでもオフィス」 職員が出向く「デジタル相談窓口」

■新たな働き方を支えるネットワーク、セキュリティ

多様なチャレンジ

を支える「ばいたり値ぃ※環境」づくり

※ゼロトラストセキュリティ：安全な領域は存在せず、情報資産にアクセスするものは全て信頼せず（＝ゼロトラスト）、正当なアクセス・利用者かを認証・認可すること
※ばいたり値ぃ：職員の仕事に対する前向き度合を示す係数の愛称、アンケートに基づき算定

調査・アウトリーチなどオフィスフリー

■デジタル時代の新たな働き方（例）

有線拠点のネットワークが不要に
（ネットワークインフラの簡素化）

ゼロトラストセキュリティ※により
マイナンバー利用事務系も安全に利用
（堅牢なネットワークと端末の集約）

複数の通信経路を確保することに
より非常時にも利用可能

（IT-BCP対策）

庁内業務 市民対応 ワークライフマネジメント
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6-2．システム環境整備に向けたロードマップ（イメージ）

PC及びネットワークについては、現行環境の維持・改善を行いながら、最新技術の動向や国の方針を見据え、
次回更新時には更に可用性の高い堅牢なネットワークの確立と安全性と利便性を両立したPC環境の構築を目指す。

Step ① Step ② Step ③

職員PC環境

次期職員用PC
設計・構築・展開

次期職員用PC
RFP実施

次期職員用PC
運用開始

ネットワーク

現行職員用PC環境改善（恒常）

次期職員用PC情報収集（国・先行自治体、事業者）

次期職員用PC実証

現行ネットワークシステム改善（恒常）

次期ネットワーク情報収集（国・先行自治体、事業者）

次期ネットワーク
構築・移行

次期ネットワーク
RFI実施

次期ネットワーク
RFP実施

次期ネットワーク
調査・設計
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6-3．DX人材の育成体系

デジタル区分の職員採用を継続するとともに、職員のデジタル化のマインドセットと並行して、
実践スキルや情報セキュリティの知識など、階層別にデジタル人材を育成していく。

必要なスキル要件目標数（R10年度末） 目指す職員像

主にデジタル推進課職員
15人

• 全庁的なDX、セキュリティを
推進

• 関係者を巻き込み現場の
変革を支援

• 全庁的なDX、セキュリティに
関する施策の企画立案、推
進、プロジェクトマネジメント

• 現場支援/伴走支援スキル

職場推進者

システム担当者

ツール利用者

DX

専門人材

• 職場推進者
・DX推進員経験者
・セキュリティ推進員

• システム担当者
基幹系システム所管課に
1～数名程度

全職員

• 職場のDX、セキュリティを
推進

• システムの適正な運用、ベ
ンダ対処が可能

• DXや情報セキュリティに関
する基本的な知識とリテラ
シーを有し、業務において
適切にツールを活用

• DX、セキュリティ基礎知識/
ツール基礎操作

• 実践活用マインド/コンプライ
アンス

課に1人

• DX実践スキル（ツール
/BPR/データ活用）

• セキュリティポリシー理解

• システム知識/運用スキル
• ベンダコントロール、

セキュリティポリシー適用
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役割

デジタル専門部局と

各課の中間の知識等

を活かした各部のDX推進

現場におけるDXを推進するキーパーソンであるDX推進員を中心に人材育成を図りつつ、
全職員にも基礎的なDXマインド/スキルセットを推進し、組織全体のデジタルリテラシーの向上を図る。

DX
推
進
員

研 修

実 行

DXゼミ
ツール操作/BPR/グループワーク等

※毎月開催

DXミッション設定
※年度内に実行する目標設定
※目標設定は部長等と協議

e-ラーニング
専門的な動画など豊富なコンテンツ

※常時視聴可

個別フォロー
デジタル推進課による個別支援

DXミッション実行
組織風土醸成は部長がマネジメント

DX実行事例報告
事例を庁内共有プラットフォーム

に蓄積

全
職
員

各現場の

DX実行実務処理

研 修

ｃ

DXトレンドキャッチ
※デジタル推進課が発信するDXイ
ンフォメーション等による情報取得

e-ラーニング
基礎的なDX関連動画

※常時視聴可

実 行

DX実行
技術面はDX推進員と連携

DX実行事例報告
事例を庁内共有プラットフォーム

に蓄積

各現場の

DX実行責任者

管
理
職

DXミッション設定
※年度内に実行する目標設定
※目標設定はDX推進員と協議

e-ラーニング
管理者向けのDX関連動画

※常時視聴可

DX実行フォロー
組織風土醸成等、DXを推進しや

すい環境づくり/マネジメント
DX事例

プラットフォーム
DXの実例を庁内に共
有し、横展開推進

6-4. DX人材の育成取組
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監

査

概要

個人情報を扱う

市の各部署に

監査を実施

研
修
・
訓
練

職員等向け

研修及び訓練

そ
の
他

その他の

セキュリティ対策

１情報システムに対して、
３年ごとに外部監査を実施

特定個人情報を扱う部署

情報システムが
ある部署

情報システムが
ない部署

外部監査

書面

実地

内部監査

実地

職員向け情報セキュリティ通信

人的セキュリティ 技術的セキュリティ 物理的セキュリティ

全職員 インシデント対応訓練新規採用職員

研 修 訓 練

外部事業者が実施

市デジタル部門の

職員が実施

情報システム担当職員

標的型攻撃メール訓練

積極的にDXを推進する一方で、情報セキュリティに関する職員の意識醸成とセキュリティ対策をしっかりと定着させていく。

ファイル自動暗号化ツール ペーパレス

セキュリティ自己点検 ファイル転送サービス

セキュリティ推進職員 委託事業者や派遣従事者管理職

6-5. 情報セキュリティ推進に向けた取組
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